
大阪府地域保健医療推進懇話会設置要綱 

 

（設置） 

第一条 大阪府医療計画に基づく二次医療圏内における保健医療施策及びそれに関連する事項につい

て、保健医療関係者等（以下「関係者」という。）が意見交換、懇談等を行い、地域保健医療の推進・

向上を図ることを目的として、「懇話会等行政運営上の会合に関する取扱要領（平成 24年 10月 23日

付け人事第 2152号）」に基づき、次に掲げる懇話会（以下「懇話会」という。）を設置する。 

 一 医療・病床懇話会 

 二 歯科保健懇話会 

 三 薬事懇話会 

 四 救急懇話会 

 五 在宅医療懇話会 

 六 精神医療懇話会 

 

（所掌事務） 

第二条 懇話会は、関係者の間で情報を共有し、必要に応じ関係者の意見の収集を行う。 

２ 保健所長及び大阪市担当局長（以下、「保健所長等」という。）は、収集した意見を必要に応じ医療

圏内に設置された大阪府保健医療協議会へ具申する。 

 

（名称） 

第三条 懇話会は、第一条に掲げる名称に懇話会が設置された二次医療圏の名称を冠するものとする。 

 

（組織） 

第四条 懇話会は、懇話会に必要な最小限の構成員で組織する。 

２ 構成員は、目的に応じて、適切かつ幅広い人選に努めることとする。 

３ 構成員の任期は、２年とし、再任することができる。ただし、補欠の構成員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

 

（会議） 

第五条 懇話会は、保健所長等が招集し開催する。 

２ 懇話会の進行は、会長を定めて行うことができる。 

３ 構成員に支障あるときは、代理人が出席することができる。 

４ 保健所長等が必要と認めるときは、懇話会の構成員以外の者の出席を求めることができる。 

 

（謝礼金） 

第六条 構成員、構成員の代理人及び保健所長等が必要と認める構成員以外の者（以下、「構成員等」

という。）の謝礼金の額は、日額六千円（交通費込み）とし、歳出科目は報償費とする。 

２ 構成員等のうち公の経済（国、地方公共団体）に属する常勤の職員である者に対しては支給しない。 

 

（庶務） 

第七条 懇話会の庶務は、各懇話会を担当する保健所及び大阪市担当局（以下、「保健所等」という。）

において行う。 

 

（委任） 

第八条 この要綱に定めるもののほか、懇話会の運営に関し必要な事項は、保健所等が定める。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成二十四年十一月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日から平成二十六年三月三十一日までの間に第四条の規定により任命される懇

話会の構成員（補欠の構成員を除く。）の任期は、同条第三項本文の規定にかかわらず、任命の日か

ら平成二十六年三月三十一日までとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成二十七年六月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日から平成二十八年三月三十一日までの間に第四条の規定により任命される懇

話会の構成員（補欠の構成員を除く。）の任期は、同条第三項本文の規定にかかわらず、任命の日か

ら平成二十八年三月三十一日までとする。 

  ただし、地域医療構想策定の進捗状況に応じて、その任期の延長については別途協議する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成二十八年四月十九日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日から平成三十年三月三十一日までの間に第四条の規定により任命される懇話

会の構成員（補欠の構成員を除く。）の任期は、同条第三項本文の規定にかかわらず、任命の日から

平成三十年三月三十一日までとする。 

 

附 則 

 この要綱は、平成三十年四月一日から施行する。 

 



精神医療懇話会について（平成30年度に新たに設置）

・医療・病床懇話会
・歯科保健懇話会
・薬事懇話会
・救急懇話会
・在宅医療懇話会
・精神医療懇話会

必要に応じて、収集した意見を具申する
・開催回数 年１回
・メンバー 地区医師会、地区歯科医師会、

地区薬剤師会、
大阪精神科病院協会、
大阪精神科診療所協会、
大学病院、救命救急Ｃ
など10人程度＋市町村等

・会議内容 保健医療計画に基づく
圏域ごとの精神医療体制

概 要

大阪府地域保健医療推進懇話会設置要綱に基づき設置

保健医療協議会

○ 第７次医療計画を策定するに当たり、①多様な精神疾患ごとに必要となる医療機能を明確化
②地域の医療機関の役割の明確化、③医療連携体制の推進のため、国がＨ２９年３月末に定めた
「精神疾患の医療体制の構築に係る指針」に基づいて設置。

○ 第６次計画において精神医療圏は三次医療圏となっているが、第７次計画からは二次医療圏を
精神医療圏として施策を考えることとなったため、二次医療圏ごとに設置。
（ただし基準病床数は三次医療圏で定める。）

設置理由
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統合失調症
連携患
者数

専門相談
数

初期集中新支援
実数(早期診断数
／支援者実数)

初診者数
個人プログ

ラム
専門治療対

象実数
初診者

数
手帳診断書作

成数
個人プログ

ラム
入院者 通院者 摂食

身体科連携
実数

診断・教育
実数

連携患者
実数

福祉関係機関*
別紙

人/月 件/月 件/月 人/月 人/月 人/月 人/年 件/年 人/月 人/月 人/月
連携先医療機関

＊別紙
人/年 人/月 人/年

(医)養心会 国分病院　 ○ 82 ○ 0 ○

(医)清心会 八尾こころのホスピタル ○ 70 ○ 139 6 15歳
～

○ 16 ○ 3 ○ ○ 4 ○ 9 ○ 4 ○

社会福祉法人天心会 小阪病院 ○ 113 ○ 15 ○ 6 ○ 28 ○ 2 ○ 4 ○ ○ 0

(医)聖和錦秀会 阪本病院 ○ 18 ○ 5 ○ 0

医療法人東布野田クリニック ○ 16 ○ 10 ○ 16

(医)桃桜会 わたなべメンタルクリニック ○ 3 ○ 4 ○ 2

地方独立行政法人市立東大阪医療センター ○ 10 5 ○ 10

東大阪山路病院 〇 12

R３年度地域連携拠点実績報告

診療機関名
高次脳

④
認知症

児童・思
春期

うつ ＰＴＳＤ
アルコー

ル
薬物

ギャンブ
ル

てんか
ん

高次脳
①

高次脳
②

高次脳
③

高次脳
⑤

災害
成人発

達
妊産婦

１回のプロ
グラム
参加数(人)

専門プログ
ラム1回の参
加数（人）

専門プログ
ラム1回の参
加数（人）

専門治療患
者実数（人/

月）

専門プログ
ラム1回の
参加数（人）

１回のプロ
グラム参加

数（人）
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大阪府の依存症対策について

2023.1.11
令和4年度 中河内精神医療懇話会

大阪府健康医療部
保健医療室地域保健課

参考資料５



◇アルコール依存症

・H26年6月 アルコール健康障害対策基本法施行

・H28年5月 アルコール健康障害対策推進基本計画策定

・R3年３月 第2期アルコール健康障害対策推進計画策定

2

◇薬物依存症

・H28年6月 薬物使用等の罪を犯したものに対する刑の一部執行猶予

に関する法律施行

・H28年12月 再犯の防止等の推進に関する法律施行

・H29年12月 再犯防止推進計画策定

・H30年 8月 第五次薬物乱用防止五か年戦略

・Ｈ30年10月 ギャンブル等依存症対策基本法施行

・Ｈ31年4月 ギャンブル等依存症対策推進基本計画策定

・R3年3月 ギャンブル等依存症対策推進基本計画見直し

国の動き１

◇ギャンブル等依存症



・平成29年９月 アルコール健康障がい対策推進計画策定

・令和 2 年 3月 ギャンブル等依存症対策推進計画策定

・令和 3 年 3月 アルコール健康障がい対策推進計画中間見直し

3

２ 大阪府の動き

令和4年度

・第2期ギャンブル等依存症対策推進計画策定に向けた作業

・令和4年11月25日 ギャンブル等依存症対策基本条例 施行

令和5年度

・アルコール健康障がい対策推進計画改定





■「第２期大阪府ギャンブル等依存症対策推進計画」（案）の概要

⚫基本理念

• アルコール、薬物等に対する依存に関する施策等との有機的な連携を図りつつ、防止及び回復に必要な対策を講ずるとともに、

ギャンブル等依存症の本人及びその家族等が日常生活及び社会生活を円滑に営むことができるように支援する。

（基本法第３条・第４条、基本条例第３条）

⑵ ギャンブル等依存が疑われる人の推計 【Ｒ4.11月時点※今後、R4年度大阪府実施予定の実態調査結果を反映予定】

• 国及び府が実施した調査における割合を府の成人人口（令和３年12月現在：750万人）にあてはめると、過去

１年以内の「ギャンブル等依存が疑われる人」の数※は、約９万８千人から16万6千人と推計され、そのうちギャンブル

障害に該当する人は約半数と推定される。

【 ギャンブル等依存が疑われる人のイメージ 】

＜推 計＞

❶

調査名 割合 府推計値

国実態調査
（Ｒ3.8公表）

ギャンブル等依存が疑われる人の割合は成人の

2.2％
約16万6千人

❷
府実態調査
（Ｒ4.3公表）

ギャンブル等依存が疑われる人の割合は成人の

1.3％
約9万8千人

♦ 国実態調査の報告書では、SOGSを用いた推計値は、国際的診断基準であるDSMを用いた割合より高くなることが報告されていることや、

SOGSとDSM-5の基準による診断結果を比較すると、「SOGSでギャンブル障害が疑われた者の53%は、DSM-5 のギャンブル障害には

該当しない」とする研究を紹介している。

♦ 上記割合は、95％信頼区間（同じ調査を100回実施した場合、95回はその区間内になることを意味する。府実態調査では0.8-2.0、国実

態調査では1.9-2.5。）の間で変動する可能性がある。

♦ 府実態調査の割合については、回収率及び有効回答率が低く（回収率31.7％・有効回答率31.0％）、SOGS５点以上に該当する回答数が

少ないため参考値とする。

1/2

⑴ ギャンブル等依存症を巡る状況 【「ギャンブル等と健康に関する調査」（令和３年２月実施）等より】

府成人人口※

約750万人から換算
※R3.12.1時
点

<注釈>○ギャンブル等の種類【図２】
➢過去１年での経験：「パチンコ」90.9% 「競馬」72.7%
（最もお金を使用：「パチンコ」50.0% 「パチスロ」31.8%）

※SOGS（South Oaks Gambling Screen）とは、アメリカのサウスオークス財団
が
開発したギャンブル等依存症の診断のための質問票。

⓵経験したギャンブル等の種類

②初めてギャンブル等をするようになった年齢【図１】

➢生涯での経験
：「宝くじ※」60.5%「パチンコ」51.2%「競馬」33.2%
➢過去１年での経験
：「宝くじ※ 」47.6%「競馬」15.5% 「パチンコ」14.7%

➢「0-19歳」：31.9%

③ギャンブル等依存が疑われる人（SOGS※5点以上）のギャンブル等行動

図１

図２

⑤ギャンブル等依存の相談者の借金額【図４】

➢「１００万円以上」：
55%

図３

➢「浪費、借金による経済的困難」：37％
➢「借金の肩代わり」：16%

④家族等がギャンブル問題から受けた影響【図３】

図５

➢「精神科の受診・治療・病気に関するもの」：46％

⑦OAC加盟機関・団体への補助実績【図６】

○早期介入・回復継続支援事業参画団体数
➢「R1-R3団体数」：４団体（横這い）

図４

⚫計画の位置付け

• 基本法第13条第１項 及び基本条例第７条第１項に定める「ギャンブル等依存症対策推進計画」として策定。

⚫2期計画の期間

• 令和５年度から令和７年度までの３年間

1．基本的事項

※ロト・ナンバーズ等を含む

⑥専門相談における主訴の内容【図５】

図6

※SOGS質問票を用いた得点が５点以上の回答者をいう。

2.現状と課題

➢「20歳代」：56.1%



3．基本的な考え方と具体的な取組み 2/2

⚫基本的な考え方

➢ 基本理念や現状と課題等を踏まえ、第１期計画での５つの基本方針に、調査・分析の推進と人材の養成を加えた

７つの基本方針に沿って、９つの重点施策を展開し、ギャンブル等依存症対策の更なる強化を図る。

基本理念 重点施策 取組み基本方針

【重点❶】
若年層を対象とした
予防啓発の強化

【重点❷】
依存症に関する正しい知識
の普及と理解の促進

【重点❸】
依存症の本人及びその家族等
への相談支援体制の充実

【重点❺】
関係機関等との協働による
切れ目のない支援の推進

【重点❻】
自助グループ・民間団体等
の活動の充実

【重点❼】
予防から相談、治療及び
回復支援体制の推進

【重点❽】
ギャンブル等依存症に
関する調査・分析の推進

【重点❾】
相談支援等を担う
人材の養成

【重点❹】
治療可能な医療機関の拡充
と治療体制の構築
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及
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発
の

強
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化
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◼府民への普及啓発
◼多様な関係機関と連携した啓発月間における普及啓発

◼相談窓口の整備
◼本人及び家族等への相談支援の充実
◼回復支援の充実

◼ネットワークの強化
◼円滑な連携支援の実施

◼自助グループ・民間団体等が行う活動への支援
◼自助グループ・民間団体等との協働

◼OATISによる取組みの推進
◼「（仮称）大阪依存症センター」の整備

◼ギャンブル等依存症に関する実態調査
◼ギャンブル等依存症の本人及びその家族等の実状把握

◼段階的養成プログラムの作成
◼様々な相談窓口等での相談対応力の向上

ギャンブル等依存症に関する実態調査の実施回数
１回

(R3年度末）
毎年度1回

(R5-7年度末）

関係機関職員専門研修により養成した相談員数
461人

(R3年度末）
毎年度500人以上
(R5-7年度末）

133名※3
(R3年度末）

毎年度100名以上
(R5-7年度末）

４校※1
(R3年度末）

毎年度100％※2
(R5-7年度末）

①高等学校等における予防啓発授業等の実施率

②教員向け研修会の参加者数（対面での研修を基本とする）

相談拠点機関及び「依存症ほっとライン（SNS相談）」の相談数
3,244人

(R4年度末見込）
1.5倍

(R7年度末）

ギャンブル等依存症を診ることができる精神科医療機関数
25機関

(R3年度末）
60機関

(R7年度末）

相談拠点の相談者数に占める自助グループ、民間団体等への紹介率

①補助金・基金を利用したギャンブル等依存症の本人及びその家族等
の支援にあたる自助ｸﾞﾙｰﾌﾟ・民間団体数

約25％
(R3年度末）

50％程度
(R7年度末）

4団体
(R3年度末）

増加
(R7年度末）

約33％
(R3年度末）

②相談拠点機関が実施する研修・普及啓発事業に占める、自助グループ・
民間団体等と連携して取り組んだ事業の割合

50％程度
(R7年度末）

指 標 目 標現 状

◆基本方針に基づく施策体系と個別目標

4．第２期計画の推進体制等

新 規

ワンストップ支援を提供できる機能を整備 －
整備完了

(IR開業まで※5）

⚫全体目標

➢ ギャンブル等依存症対策を総合的かつ計画的に推進することで、「府民の健全な生活の確保を図るとともに、

府民が安心して暮らすことができる社会の実現に寄与する」ことを目標とする。

➢ 府実態調査結果を基に、令和７年度における以下の数値について、計画作成時点の令和４年度の数値

からの増減をめざす。

◼児童・生徒への普及啓発
◼大学・専修学校等への普及啓発
◼若年層にかかわる機会がある人たちへの普及啓発

新規 ・拡充

新規

拡充

新規

◼ギャンブル等依存症の治療が可能な医療機関の充実
◼専門治療プログラムの普及
◼受診したギャンブル等依存症の本人等への支援

新規

新規

新規

拡充

新規

拡充

新規

⚫推進会議等

• 大阪府ギャンブル等依存症対策推進本部・推進会議

• 大阪府依存症関連機関連携会議・専門部会

• 大阪府依存症対策庁内連携会議

⚫進捗管理等

• 本計画については、推進本部において、計画に基づき実施する施策の実施状況の評価を

行うとともに、その結果の取りまとめを行う際には、推進会議の意見を聴取する。

• 本計画の進捗等の状況変化により、必要が生じた場合は、計画の見直しを行う。

⚫ギャンブル等依存症対策基金

• ギャンブル等依存症対策の推進に資するための資金を積み立てるため設置。

• 本基金を活用し、府民と協働し、府民が安心して健康的に暮らせる社会の実現

を目的とするギャンブル等依存症対策の取組みを推進。

※ ：具体的な取組みとして新規事業を考えているもの ：具体的な取組みとして事業の拡充等を考えているもの新規 拡充

（1）「ギャンブル等依存が疑われる者等の割合」の低減
（2）「『ギャンブル等依存症は病気であることを知っている』と回答した府民の割合」の増
加

473名
(R3年度末）

毎年度2,000名以上
(R5-7年度末）

5,606件
(R3年度末）

毎年度2万件以上※4
(R5-7年度末）

①依存症総合ポータルサイトのアクセス数

②府民セミナー・シンポジウムの参加者数

全体目標に対する指標

※5 IR区域整備計画の認定等の進捗に合わせ計画的に推
進

※4 R5年度は運用時期が下半期となるため半数の1万件
※3 Web研修のみの参加者数であるため参考値

※2 R5年度は実施時期が下半期となるため半数の50％
実施状況の把握は府立高校を対象に実施

※1 府立高校における出前授業の実施数のため参考値



○ OATIS※1（大阪依存症包括支援拠点）を中心に、「①普及啓発の強化」「②相談支援体制の強化」「③治療体制の強化」
「④切れ目のない回復支援体制の強化」を4本柱とした、総合的な依存症対策を実施する。

令和４年度 依存症対策強化事業の全体像

※1 Osaka Addiction Treatment Inclusive Support

連携協力体制の強化・推進

政策企画部・府民文化部・IR推進局・福祉部・健康医療部・商工労働部・都市整備部・教育庁・警察本部

依存症の当事者及び家族・自助グループ・回復施設・民間団体・医療関係機関・福祉関係機関・
司法関係機関・行政機関（国・市町村）

大阪府依存症関連機関連携会議＜本会議・部会＞（事務局 大阪府こころの健康総合センター）

大阪府依存症対策庁内連携会議（事務局 健康医療部地域保健課）

医療・福祉・司法・自助グループ・行政等 5７機関（R４.６月現在）

大阪アディクションセンター（OAC）（事務局 大阪府こころの健康総合センター）

専門医療機関
（政令市含む）

R4.３月時点

〇 アルコール健康障がい（15カ所）

〇 薬物依存症（５カ所）

○ ギャンブル等依存症（6カ所）

相談拠点
機関

○ 大阪府こころの健康総合センター
○ 大阪府及び中核市保健所

（東大阪市については、保健センター）

○ 大阪市こころの健康センター

○ 堺市こころの健康センター

① 普及啓発の強化

・若年層向け予防啓発事業（学校での出前授業及び使用ツールの改良、高校生向けリーフレット作成、新成人向けチラシ作成）
・府民向け啓発事業（保健所における啓発セミナー、ギャンブル等依存症などの知識を伝える予防セミナー）
・ギャンブル等依存症予防啓発事業（高等学校教員向け研修、青少年指導員など若者・地域支援者向け研修）
・依存症に関する啓発週間における啓発事業（啓発週間に合わせた府民向け啓発等）

② 相談支援体制の強化
・専門相談事業（土曜日を含む多職種専門相談（借金問題などOAC参加機関によるこころCでの出張相談）、
土日ホットライン、ギャンブル等依存症SNS相談、本人向け集団回復プログラム、 家族サポートプログラム）

・関係機関職員専門研修（相談対応力向上のための保健所・地域関係機関職員等対象の研修）
・ギャンブル等依存症簡易相談アプリの改良及び普及
（ギャンブル等をすることで課題が生じている人への簡易介入などができるアプリ）

③ 治療体制の強化
・医療機関職員専門研修（治療・支援体制を強化するための医療機関職員対象の研修）
・依存症認知行動療法プログラム普及支援事業
（認知行動療法プログラムの技術・知識を医療機関等に普及)

④ 切れ目のない回復支援体制の強化
・依存症関連機関連携会議（本会議、アルコール健康障がい・薬物依存症・ギャンブル等依存症に関する部会）
・依存症地域支援ネットワーク強化（各保健所圏域における事例検討会、OAC地域交流会）
・厚生労働省モデル事業（地域連携等による依存症早期発見・早期対応・継続支援モデル事業）
・依存症早期介入・回復継続支援事業（早期介入・回復継続支援を実施する民間団体を支援）

令和４年度事業一覧

※上記のほかに、大阪府におけるギャンブル等依存症に関する実態を把握するための調査と分析、ギャンブル等依存症対策推進計画【第2期】の策定


